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《書 評》
塚原康博著 『地方政府の財政行動』
江 川 雅 司☆
1
本書 は,そ の書名か ら理解で きるように財政学の視点 に立 って,地 方政府 という経済主体の行動 に
着 目して明示的にモデル を構築 し,仮 説を導出 して,そ の検証 を試 みた ものである。
地方政府 の財政行動 を問題にす る際,政 府の意思決定権 が どこにあるかによって,そ の解答 も異な
る。意思決定権が中央政府(国)に あるか,地 方政府(都 道府県及び市町村)に あるか。 ごく簡単に
いえば前者 にあれ ば集権制,後 者 にあれば分権制 と定義づけることがで きる。 いうまで もな く,我 が
国の財政構造 は集権制である。
しか しなが ら,臨 時行政改革審議会答申(地 方分権化に重要な一・石が投 じられてい る),「地 方消費
税」導入をめぐる大蔵省と自治省との論議(課税権の所在に係る議論)及び地方制度委員会の地方分
権化 の時限立法化の答申(1994年11月22日)等か らで も明 らかなように,地 方分権(分 権制)が とり
ざた され てい る今 日であ る0分 権 制 に しろ,集 権 制 に しろメ リッ トとデメ リッ トが あ る。 最 近,あ る
意味では将来の社会保障財源枯渇の懸念や景気低迷による税収減などから,中央政府の減量化が問題
とな り,ま た東京圏一極集中化による弊害な どか ら集権制の見直 し気運が高 まっている。
本書 は,ま さにその ような適宜 を得た ものであ り,地方分権制,と りわ け財政的地方分権制 を吟
味,考 察するにあた って,極 めて参考になる書である。
本書の特徴は,ま ず第1に,大 部分の章において地方財政の様々な問題の仮説 ・検証の重要性 を指
摘 している点 にある。つま り,仮説 ・検証 をする際に,地 方政府の行動 を明示的 にモデル化 し,こ の
モデルから説明 しようとす る仮説が導艮1され,最 終的 には,計 量経済学 の手 法を用いてその仮説 を検
証 している点 に,本 書 の大 きな特徴が窺える。次いで第2の 特徴は,地 方政府の意思決定メカニズム
を明示的にモデル化 している点 で 「公共選択論」 と関連があ り,他 方,地 方財政 の諸問題 を扱 ってい
るとい う点で 「地方財'政学」 と密接な関係があ り,これ ら二つの領域か ら地方政府の役割 を吟味 して
いる点 にある。 そして第3の 特徴 として,我 が国での地方分権制導入の可能性 を吟味する際の一 つの
指針,も しくは示唆 を与 えている点 を指摘 し得 る。
以上,本 書 は三 つの特徴 を有 して,全 体 としては9部 構成 からなっている。つ まり,第1部 「地方
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公共サー ビス」,第2部 「補助金」,第3部 「福祉政策」,第4部 「産業連関」の4部 か ら構成 されて
い る。
以 下,各 々 に つい て簡潔 に ま とめて み る こ と とす る。
ll
「地方公共サー ビス」 という第1部 では,(1)地方政府の行 動仮 説 と地方公共サー ビスの公共性,(2)
地方公共サー ビスの調整速度,(3)警察サー ビスの決定 メカニ ズム,(4)公園サー ビスの決定 と地域間ス
ピルオーバ ー,の4部 門か ら構成 されている。各々,地 方公共サー ビス に係 る問題 を提示 し,分 析 し
ているが,特 に(1では本書のタイ トル となっている 「地方政府の財政行動」の分析枠組 みを提示 して
いる といって も過言で はないで あ ろう。つ ま り,著 者 は地 方政府 の財政行 動仮説 をGonzalez&
Mehayモデル(こ れ は,公 共支出の人 口弾力性 の値 を指標 としたモデルである)を 参考 にして,①
消費者(住民)余剰最大化仮説,②獲得予算最大化仮説,そ して③地方公共サービスの全国一律化仮
説,か ら検証 をしている。 この結果,著 者 いわ く,「公共支 出の人 口弾力性 が正 のケースをすべて説
明で きる消費者余剰最大化 モデルが,地 方政府の行動 を説明 す るの に最 も適 している ように思 われ
る」(本文17ペー ジ),と 指 摘 して い る。
この結論 は,理 論 モデルの仮定や実証 方法 に大 きく依存 している点 に注意 を要す るものの,今 後 こ
の分野 で研究 をす る上での有意 な示唆 を与 えている。 しか し,日 本の例 として,制 度上の問題等から
デー タ分析の際 に必 ずや特異な値 を提示す る東京23区と東京都内26市だけで検証結果を示 している点
に,問 題 はな いか と危 惧 して い る。・
(2)の「地 方公 共 サ ー ビスの調 整 速 度 」 で は,Kiefer,D.の地 方公 共 サ ー ビスの調i整モ デ ルが 外生 的
に与 え られた もの としていたの に対 し,政 府の組織内調整費用 を用いて,地 方公共 サー ビスの調整モ
デル を内生化 した点 に,本 書 の独自性 を見い出 し得 る。 しか し,本 書で も指摘 されているように,調
整係数 を構成 しているパ ラメーターの値 を外生的に特定化 した値で計 測 している為,こ れ らのパラメ
ーター をいかに計測するかが今後の課題である と思われ る。
⑧ の 「警察サービスの決定 メカニズム」では,警 察支出の決定モデルを構築す る点 とそれ を検証す
る点に分析 目的が置かれてい る。我が国では,確 かに この視点での警 察サー ビスの分析 は皆無 であ
り,そ の意味で先駆的な業績 であ ると考えられ る。 しか し,こ こでの分析 は警察サービスの支出項 目
の中味 まで触れず,警 察支出の増減が地域住民の安全水準 といかなる関係があるか という側面だけを
重視 している為 に,十 分な説明力 に欠ける点 も見受 けられる。ただ,本 書の 目的 には十分妥当する結
果が出ているので はないか と判断で きよう。
「
そ して(4)の「公 園 サ ー ビスの決 定 と地 域 問 ス ピルオ ー バ ー」 は,便 益 の地 域 間 ス ピル オーバ ー が存 .
在する地方公共サー ビスの支出関数等 を導出 して,検 証す ることを基本的問題 として論 じてい る。 そ
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もそ も,便 益の計測が難 しく,なか なか見通 しのっけに くい領域であるが,こ こでは手際 よくモデル
化 され,実 証 されている。 この領域の分析課題 は多 いが実証分析 の試みが紹介 された ことで,新 たな
可能性が模索 されている点 が窺 える。
n
次 いで 第2部 「補助 金」 で は,(1)ファンジ ビ リテ ィー仮 説 とフライペ ーパ ー効 果,{2>地域 間所得 の
不平等回避 と補助金の分配,及 び(3)ファンジビリテ ィー仮説の理論的基礎,の3部 門か ら構成 されて
い る。
この第2部 では,中 央政府 と地方政府のパイプ役を担っている補助金 の理論分析 が扱われている。
補 助金 の理 論 的考 察 は,Scott,A.D.α952年)を初 め,こ れ まで内外 の 多数 の学 者 に よ って分析 さ
れ,地 方財政学の中心的位置 にある課題 であ る。従来,補 助金 は,① 中央政府か ら受領 した地方政府
の支出水準 にどの ような効果 を及ぼすか,ま たは② 当該地方政府の住民の効用水準 にいかなる効果 を
及 ぼすか,を 目的 と した理 論 分析 が 中心 であ った。 しか し,と りわ け1970年代以 降,Oates,W.E.,
Mieszkowsld,P.やMcGuire,M.C.等か ら この分 野 で の実 証分 析 に力 点が置 かれ て きた。
本書での議論 もまた,最 近 の傾向にのっ とった ものであ り,① ファンジビリテ ィー仮説や フライ零
一パー効果 と②効 率 と公平の観点か らみた補助金の地域間分配の実態分析 は,独 自性(オ リジナ リテ
ィー)を 加 味 した分 析 とな ってい る。例 えば,最 初 にMcGuire,M.C,が提 示 した フ ァンジ ビ リテ ィ
一仮説 と,こ の仮説 とは反対 の逆フ ァンジビリテ ィー仮説(補 助金の超 過負担問題 を考える際に,代
替可能な財源 の一部が,国 庫支支出金のような条件付補助金の財源に転換 されてい るとい う仮説)を
提示 ・検証 し,更 にはフライペーパー効果の検証 をする際に著者 の独 自性が窺 える。
本 書 で は,検 証 の結果,「 アメ リカの 検証 結 果 とは異 な り,日 本 で は フ ァンジ ビ リテ ィー仮 説 とフ
ライペー パ ー効 果 は実証 され ず,逆 フ ァンジ ビ リテ ィー仮 説 は実証 され得 た」(本 文68ペー ジ),と 指
摘 されてい る。 しかし,実 証分析 に際 して,東 京26市のデー タを扱っている点 も前述 した通 りである
が,目 的別歳出項 目の民生費総額 だけで考察 している点に若干の懸念が残 る。データ入手な どで困難
性が予想 され るが,そ の他主要な土木費や教育費 などの目的別歳出分析,.また性質別歳出分析 による
検証 も併せて行 な うべきで はないか とも思われる。E1に,モデルの定式化 において,X財 に対 する条
件付補助金の一定割合(本 文 での Φ)を外生変数 としている点 も疑問がある。ただ,こ の疑問は,第
2部補論の 「ファンジビ リティー仮説の理論的基礎 」のll」で内生化 されてお り,今 後の研究が楽 しみ
で ある。
ところで,フ ライペーパー効果の議論 は,所 得が中央政府 を経て,補 助金の形で地方政府へ給付さ
.
れ る制度 自体 に所得効果が ある,と いう点 に着 目した議論である。また,フ ライペ ーパー効果の原因
については・①地方政府の有権者が補助金の受領によって地域の公共財価格が下落したという財政錯
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覚 をもつ こと,② ニスカネン ・モデルで言われ るような官僚の予算最大化行動 に困るな どの説明がな
されて い る。 この原 因分 析 の理論 は,King;D.によ り,④ ニス カ ネ ン ・モ デル,⑤ ローマ ー と.ロー ゼ
ンター ル ・モ デル,◎ オ ー ツ ・モ デル,④ ブ レイ ク ・モ デル,◎ キング ・モデル に分 けて要約 が紹介
され て いる。
IV
続いて第3部 の 「福祉政策」では,(1)社会福祉支出の決定メカニズム,(2)社会福祉施策の導入 と伝
播,(3)福祉政策の集権 と分権,そ して(4)福祉政策の分権化 と住民移動,の4部 作か ら構成 されて い
る。大部分の章 において,政 府の支出水準がいかに決定 され るのかとい う点に着 目して,モ デルを構
築 し,実 証分析 を試 みている。 この結果,評 価すべき一定 の結果 と,今 後の方向性 を考察する上での
…4石を投 じていると判断できるよう。 とりわけ,社 会福祉に関 して分権化か,否 かに今後の示唆 を得
騒
た思 いで あ る。
ところで,地 方財政学の基準か らみて,社 会福祉を含 む地方公共財全体 を供給する場合,中 央政府
か地方政府か,地 方政府で も都道府県 と市町村 とでは どの政府で供給す るのが良いか とい う問題 に対
して,二 つ の基準 が あ る。 まず第1のSに は,Musgrave,R。A.のい う3機 能 の内,地 方政 府 が扱
うべ き機能 として,地 力公共財 の配分機能があ る。 また,社 会保障関係な どの所得再分配機能は,中
央政府 もしくは地方政府で も上位 の地方政府がなすべ き機能 としてい る。それゆえ,所 得再分配機能
に関 して は,中 央政府 よ りは都道府県,都 道府県 よ りは市町村 での施 行が望 ま しい とい うこ とにな
る。次いで第2の 基準 として,地 方公共財の配分機能 に関 して,人 々 の需要の形態 に応 じて供給が決
定 され ることが好 ましい とい う基準が考 えられ る。
以上の基準をふ まえて,日 本の社会福祉政策 をみてみると,こ の政 策は従来か ら分権化の方向へ向
かってお り,地方財政学の第1の 基準 と逆行 している。本書 はまさにこの点に着 目し,今 後のあ り得
べ き方向性 を吟味 したもの といえよう。 したが って,議 論の前提や価値基準において,ま すます研究
を進め,深 化 させてい く必要があるものの,極 めて積極的な コミッ トメン トを提示 した業績である と
考 えられ る。
'
V
そして最後の第4部 は,「産業連関」 という見出 しの通 り,「公務活動の産業連関」分析が試 みられ
ている。 より具体的にいえば,公 務活動 を中央政府 と地方政府 とに区分 した産業連関表を作成 して,
曹
中央政府と地方政府の各々が他の産業部門にいかなる生産波及効果をもたらすか,の検討を試みたも
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ので あ る。
これ は, 著者が指摘 している ように,我 が国では,こ れ まで公務活動 を中央政府 と地方政府 とに区
分 した産業連関表 は作成 された ことはなかった。 この点か らみても,こ こで扱 っている問題 は斬新で
ある。確かに,こ の ような視点 での分析 は,事 務配分の問題 を吟味す る上での一一つの有効 な論点 に違
い はな いが, この問題 の全容 を解 明する ものなのか どうかについては,公 共財の種類,つ ま り純粋公
共財 と準公共財 との関連や,準 公共財の内容 などを視野に入れた分析 をまたなければ,正 確な結果が
出て こないのではないだ ろうか。今後の更 なる研究 に期待 する ところである。
VI
以上のご とく,本書の 「地 方政府 の財政行動」 とい うタイ トルの意図 は,全 体的 に貫 らぬかれ てお
り,様 々な地方財政の諸問題 に関 して,当 初 の地方政府 の意思決定 メカニズムのモデル構築 と,そ の
検証 には一定の評価が窺 える と考 えられ る。
本書における著者の立場 は,簡 潔にいえば効率性の観点か ら中央政府 ばか りでな く地方それぞれの
政府の支出水準が,ど のように決定 されるべ きかを吟味 した ものである。 そ して,そ の際 に用 い られ
る分析枠組 みは,モ デルか ら仮説 を提示 し,そ の検証 を加 えた とい う特徴 を有 してい る。デー タの扱一
い方やモデルの構築上の残された課題 はある ものの,本 書 は,従 来の制度面重視の地方財政学ではな
く,地 方財政学 の機能面 に視点 を置 き,地 方政府の財政行動の正 当性(理 論的裏付 け)を 検証 してい
る点 に斬新 さが窺える。 それゆえ,本 書は,地 方財政学 にとって先駆的な業績 であ り,地 方財政学の
新 しい分野 の磯 に・.初学者 はもちろ縛 門的研究者 にも,さ まざま影}野 での後発研究 を刺激する
高著である。
(えがわ ま さ し)
(A4判218頁1999年7月15日 勤草 書房4 ,944円)
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